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販売農家数 減 少 率
同居後継者
不在割合












北 海 道 86,704 73,588 62,611 51,990 44,050 －49.2 －15.1 －14.9 －17.0 －15.3 69.8
道 南 中 山 間 地 帯
（渡島・檜山・後志）
12,834 10,620 8,890 7,275 6,148 －52.1 －17.3 －16.3 －18.2 －15.5 70.1
中
核
道 央 水 田 地 帯
（石狩・空知・上川）
39,441 33,334 28,151 22,836 18,539 －53.0 －15.5 －15.5 －18.9 －18.8 74.3
中
核
道 東 畑 作 地 帯
（網 走 ・ 十 勝)
19,287 16,531 14,127 12,215 10,902 －43.5 －14.3 －14.5 －13.5 －10.7 59.8
中
核
道 東 北 酪 農 地 帯
（釧路・根室・宗谷）
5,790 5,061 4,365 3,852 3,478 －39.9 －12.6 －13.8 －11.8 －9.7 67.3
そ の 他
（留萌・日高・胆振）




















合 計 5ha未満 5-10ha 10-20ha 20-30ha 30-50ha 50-100ha 100ha以上
2005年 54,616 16,312 9,533 11,020 6,190 6,418 4,438 705
北海道 2010年 45,479 11,557 6,645 9,387 5,866 6,425 4,692 907
増減率 －16.7 －29.2 －30.3 －14.8 －5.2 0.1 5.7 28.7
2005年 7,677 4,139 1,413 1,249 472 279 99 26
道央水田
地帯
2010年 6,431 3,155 1,132 1,078 464 346 115 27
増減率 －16.2 －23.8 －19.9 －13.7 －1.7 24.0 16.2 3.8
2005年 23,792 8,381 5,965 6,191 1,847 965 348 95
道東畑作
地帯
2010年 19,065 5,913 3,920 5,329 2,139 1,153 475 136
増減率 －19.9 －29.4 －34.3 －13.9 15.8 19.5 36.5 43.2
2005年 12,726 1,329 743 2,059 3,133 3,890 1,380 192
道東北酪農
地帯
2010年 11,205 798 454 1,613 2,616 3,879 1,612 233
増減率 －12.0 －40.0 －38.9 －21.7 －16.5 －0.3 16.8 21.4
2005年 4,083 282 92 128 130 843 2,280 328
道南中山間
地帯
2010年 3,613 131 97 115 106 603 2,125 436
増減率 －11.5 －53.5 5.4 －10.2 －18.5 －28.5 －6.8 32.9
2005年 6,338 2,181 1,320 1,393 608 441 331 64
その他 2010年 5,165 1,560 1,042 1,252 541 444 365 75

























2005年 54,616 2,681 209 2,074 338 60 124 51,811 51,151
北海道 2010年 46,549 3,034 248 2,373 349 64 97 43,418 42,990
増減 －8,067 353 39 299 11 4 －27 －8,393 －8,161
2005年 7,677 202 18 143 27 14 23 7,452 7,380
道南中山間 2010年 6,431 213 16 161 25 11 18 6,200 6,159
増減 －1,246 11 －2 18 －2 －3 －5 －1,252 －1,221
2005年 23,792 801 93 571 123 14 20 22,971 22,619
道央水田 2010年 19,469 956 102 711 126 17 15 18,498 18,265
増減 －4,323 155 9 140 3 3 －5 －4,473 －4,354
2005年 12,726 757 65 578 99 15 40 11,929 11,847
道東畑作 2010年 11,477 875 76 692 90 17 28 10,574 10,521
増減 －1,249 118 11 114 －９ 2 －12 －1,355 －1,326
2005年 4,083 245 15 180 43 7 17 3,821 3,757
道東北酪農 2010年 3,750 312 21 229 58 4 14 3,424 3,381



























2000年 05年 10年 12年
北 海 道 1,794 2,182 2,642 2,770 388 21.6 460 21.1
道 南 中 山 間 地 帯
(渡島・檜山・後志)
100 138 181 200 38 38.0 43 31.2
道 央 水 田 地 帯
(石狩・空知・上川)
527 662 820 854 135 25.6 158 23.9
道 東 畑 作 地 帯
(網 走 ・ 十 勝)
498 594 751 820 96 19.3 157 26.4
道 東 北 酪 農 地 帯
(釧路・根室・宗谷)




2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 ５カ年合計
実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合
新設法人数 117 100.0 113 100.0 114 100.0 123 100.0 164 100.0 631 100.0
うち一戸一法人 65 55.6 50 44.2 64 56.1 67 54.5 94 57.3 340 53.9
うち複数戸法人 52 44.4 63 55.8 50 43.9 56 45.5 70 42.7 291 46.1
100ha以上 14 12.0 7 6.2 10 8.8 9 7.3 10 6.1 50 7.9
30-99ha 32 27.4 35 31.0 41 36.0 46 37.4 45 27.4 199 31.5
10-29ha 37 31.6 33 29.2 24 21.1 25 20.3 47 28.7 166 26.3
10ha未満 34 29.1 38 33.6 39 34.2 43 35.0 62 37.8 216 34.2




関連事業を実施する法人数 366 15.1 520 18.8
農畜産物の加工製造 158 6.5 312 11.3
農畜産物の貯蔵・運搬・販売 131 5.4 288 10.4
農業生産資材の製造 50 2.1 69 2.5
農作業の受託 139 5.7 150 5.4
農村滞在型余暇活動 20 0.8 49 1.8
関連事業を実施しない法人数 2,057 84.9 2,250 81.2
合計 2,423 100.0 2,770 100.0
資料：北海道農政部資料より作成






























































































































































2009年 5月 第６回 小田豊四郎記念基金「小田賞」を受賞




























































































































































































































































































































































































































































作付品目 面積 作付品目 面積
小麦 300 ブロッコリー 140
ばれいしょ 170 カボチャ 50
豆類 70 アスパラ 70
イチゴ 10 キャベツ 20
スイートコーン 80 根菜













































































































































































































































































































































経営タイプ 2007年 2008年 2009年
家族経営 47％ 48％ 56％
複合経営に取り組む割合





家族経営 18％ 18％ 28％複合部門が売上
の10％以上 個別法人 7％ 21％ 27％
任意組合 12％ 17％ 24％
複合経営に取り組む割合





任意組合 4％ 0％ 6％複合部門が売上
の10％以上 集落営農法人 9％ 6％ 10％
資料：滋賀県提供資料より，筆者作成。






















































































































































































































































































































































































































































～1,000万円 3.1％(N＝ 24) 7.0％(N＝25)
1,000～3,000万円 9.9％(N＝ 78) 7.9％(N＝28)
3,000～5,000万円 13.0％(N＝102) 13.3％(N＝47)
5,000～7,000万円 9.9％(N＝ 78) 14.2％(N＝50)
7,000万円～１億円 10.6％(N＝ 83) 10.5％(N＝37)
１億円～３億円 31.7％(N＝249) 27.8％(N＝98)
３～５億円 8.9％(N＝ 70) 9.1％(N＝32)
５～10億円 6.8％(N＝ 53) 6.8％(N＝24)









































































昭和45年 1,144 1,569 27 2,740
昭和55年 1,157 2,001 21 3,179
平成２年 1,626 2,167 23 3,816
平成７年 1,335 2,797 18 4,150
平成15年 1,636 5,233 32 52 6,953
平成17年 1,782 5,961 41 120 7,904
平成20年 2,694 6,896 97 832 10,519



























































































































































































































Ａ農業法人 Ｂ農業法人 Ｃ農業法人 Ｄ農業法人 Ｅ農業法人 Ｆ農業法人











資本金 3,500万円 9,000万円 約2,072万円 1,124万円 200万円 １億1,000万円










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































80 市 川 治・他
的に整理し，株式会社等の会社法人や大規模土地利
用型農事組合法人の統計的な分析・把握を行った。
具体的には，１．農業経営内的展開事例として，①
大規模多角経営法人としての会社法人谷口農場，ね
じめ農園など，農事組合法人として卯原内酪農生産
組合，サンファーム法養寺等，②集落営農型法人と
して農事組合法人西上経営法人，きらり農場高木，
２．外的農業参入展開の事例として，会社法人・新
福青果などの面接調査と検討を行った。さらに，２
年目には，１．農業経営内的展開事例として①大規
模多角経営法人の有限会社法人余湖農園，滋賀県の
有限会社池田牧場等，②集落営農型法人の株式会社
法人はまほろ，２．外的農業参入展開の事例として，
有限会社法人・ワタミファーム山武農場，白浜農場
などの調査と検討を行った。３年目には，上記のよ
うな調査と補充調査を実施し，次のような点が法人
の経営成長を続けていくための条件であると考えら
れる。これらの調査研究を通じて大規模土地利用型
農業生産法人の経営成長モデルについての検討をし
たものである。
各事例から共通していえる経営成長にとって重要
な条件としては，第１に法人の先駆的な経営者・リー
ダーの存在の重要性と経営・事業継承としての後継
者，労働力としての中核的な従業員の養成が重要で
あること，また，第２に，規模拡大・大規模化に伴
う農業生産技術の獲得と安定化，栽培管理等の新た
な先端的な技術導入と安定的な整備，第３に，農産
物の安定的な販売と高収益の獲得ができるようなシ
ステムづくりが必要であることから，加工などの付
加価値生産部門や直接販売部門・直売所やレストラ
ンの創設等が必要であること，第４に，法人の経営
診断機能の確立が是非とも必要であること，さらに，
第５に，大規模土地利用型農業生産法人は地域の広
範囲の農地の確保・保全が重要であり，しかも安定
的な農産物の販売が不可欠であることから，地域の
農協との関係が密接不可分であること等である。
以上のような諸条件の全部または幾つかの条件
を，法人経営が主体的に満たすことにより，大規模
土地利用型農業生産法人の経営成長の展開が可能に
なると考えられる。
［付記］本稿作成に当たり，関係機関・団体，各法人
の担当者の方々にご協力を頂いた。また，資料整理
に当たっては，院生，学部生の協力を頂いた。記し
て，感謝の意を表する。
なお，本稿は，2013年度科研「大規模土地利用型
農業生産法人の経営成長モデルに関する研究」（代表
市川治）報告書をもとに補正したものである。
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